地域福祉活動支援事業助成金交付要綱
１　主旨
　　この要綱は、社会福祉法人武豊町社会福祉協議会（以下「本会」という。）が行
う、公開プレゼンテーションによる助成事業について必要な事項を定める。
２　目的
　　この事業は、地域住民が主体的に取り組む福祉活動を支援し、その活性化を図ること及び地域住民自らが率先して展開する活動に対し、共同募金の財源を活用することで、その使いみちの明確化を図り、共同募金への理解を深めることを目的とする。
３　助成対象事業
　　助成金の交付対象とする事業は、地域福祉の推進の視点から、地域住民を対象とし、住民の福祉の向上に資する事業、地域とのつながりを強化・推進する下記の種別事業で、本年度に実施予定の福祉活動に要する経費を対象に助成します。
　【種別】
1 地域交流活動
・異なる世代間交流（高齢者や障がいのある方、青少年、児童、乳幼児等）
が地域住民とふれあえる地域交流活動
　　　 ・地域の連携強化や地域活動推進などの面で、創意工夫が認められる活動
2 地域たすけあい活動
・地域の見守り活動や日常生活支援活動（ごみ出し、買い物代行など）
・ふれあいサロン（高齢者や障がいのある方、青少年、児童、乳幼児等も参
加できる）等の日常的支援活動
3 各種講座の開催、体験プログラムの実施
・自らの活動の理解者・協力者を増やすための講座の開催
・住民や児童生徒を体験参加させる事業

4 関係団体との連携事業
・複数の子育てサークルによる子育て講演会
・関連団体のネットワーク化事業
5 当事者団体等の研修会の実施
・講師を招いての研修会
・リーダー研修会
・当事者が主体となった学童保育や機能回復訓練
6 人にやさしいまちづくり
・福祉マップ、防災マップの作成
・情報誌やパンフレットの作成
・青少年が主体となって企画・運営する事業
7 その他本会が必要と認めた事業

４　助成対象経費からの除外
　　（１）下記に該当する経費は、原則として助成対象から除外します。
日常的な運営経費（人件費・旅費・食料費・消耗品費・保険料等）
（２）この助成金の他に、町またはその他外郭団体から助成を受けている事業
または受ける予定のある事業

（３）障害者総合支援法及び介護保険法にかかる事業
（４）営利を目的とする事業
（５）活動の目的及び内容が、宗教的、思想的及び政治的な宣伝を意図する事業
（６）反社会勢力と関係のある事業
（７）その他、事業経費として不適当と認められるもの
５　助成額および助成期間

（１）助成金の交付金額は、総額３０万円を限度とし、１団体１事業５０，０００円
を限度とする。ただし、総額については、前年度の募金額により変更する場合が
あります
（２）単年度事業を原則としますが、複数年度、事業を継続した方が、効果が上が
り定着する場合は、３年間の継続助成も考慮します

継続事業の場合も、毎年度、助成の申請をしていただくことになります
（３）同一事業で、３年連続ないし累計で３度助成を受けた場合は、助成対象とし
ませんが、事業効果等に基づき、継続助成が必要と本会が判断した場合は、この
限りではありません

６　助成対象団体の募集
　　助成対象団体の募集は、公募により行う
７　審査

（１）第１次審査　書類選考
（２）第２次審査　公開プレゼンテーション
（３）第３次審査　助成額の査定
２　第２次審査以外は非公開とする。
８　審査員
　　審査員は、次の各号に当てはまるもので構成し、審査員長は会長が選任する。
　審査員は、第２次審査以降の審査を行い、第１次審査は本会事務局で行う。
（1） 武豊町共同募金委員会会長
（2） 武豊町社会福祉協議会役員
（3） 町内区長代表者
（4） 町内地域団体代表者

（5） 町内在学の学生
（6） 第１次審査を通過した団体の構成員
（7） その他本会会長が認めたもの

９　申請手続き
　　助成金の交付を受けようとする団体（以下「申請団体」という。）は、「地域活動支援事業助成金交付申請書（様式１－１・様式１－２）」を本会会長に提出しなければならない。
１０　審査結果の通知及び助成金の交付
（１）会長は、第１次提出審査の結果を、地域福祉活動支援事業助成金第１次審査結果通知書（様式２）により団体に通知する。
（２）第２次審査・第３次審査の結果は、審査会場にて公表するとともに、後日地域福祉活動支援事業助成金交付決定通知書（様式第３）をもって団体に通知する。
（３）助成金は、交付決定後２０日以内に交付する。
（４）助成金の交付決定を受けた団体（以下「交付決定団体」という。）が対象事業の普及・啓発を図る目的で作成したチラシやポスター、会報誌等については、「赤い羽根共同募金」の助成を受けて行う事業であることを必ず明示してください。
１１　事業報告
　　助成を受けた団体は、事業終了後１ケ月以内に地域福祉活動支援事業助成金報告
書（様式４号）を会長に提出しなければならない。
１２　事業の遂行等
　　団体は、交付を受けた助成金を他の用途に使用してはならない。
２　会長は、事業内容に関し必要があるときは、団体に対し指示あるいは調査することができる。　
１３　交付決定の取消等
　　会長は、団体が次の各号に該当するときは、助成金の交付の決定を取消、又は交付した助成金の全部若しくは一部を返還させることができる。
（1） 助成金を他の用途に使用したとき
（2） 提出書類に虚偽の記載をし、又は事業施行について不正があったとき
（3） 事業を中止したとき
１４　その他
この要綱に定めるもののほか、必要な事項は会長が定める。
　　附　則
　この要綱は、平成２９年　１月　１日から施行する。
様式１－１
提出日　　平成　　年　　月　　日
地域福祉活動支援事業助成金交付申請書
社会福祉法人 武豊町社会福祉協議会長　様
申請者　　所在地　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　団体名　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者名　　　　　　　　　　　　　　印　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　電話番号　　　　　　　　　　　　　　　　　

社会福祉法人 武豊町社会福祉協議会地域福祉活動支援事業に、下記のとおり関係書類を添えて申請します。
記
１　提案事業の名称　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
２　提案事業の総額　　　　金　　　　　　　　　　　　　　　円　　　　　　　
３　提案事業要望額　　　　金　　　　　　　　　　　円（千単位未満切り捨て）
４　添付書類
(1) 地域福祉活動支援事業提案書・収支予算書（様式１－２）
(2) 団体の規約その他これに類するもの
(3) 団体の当該年度の収支予算書及び直近の決算書
※設立前の団体はご相談ください。
(4) 団体の会員名簿
(5) 前各号に掲げるもののほか、団体の活動内容等がわかるパンフレットまたは
チラシ等
(6) その他会長が指定するもの
※武豊町社会福祉協議会に登録のある福祉団体・ボランティアサークル等は
　(2)～(6)の書類提出は必要ありません。

様式１－２
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